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研究成果の概要（和文）：精神科医療の現場においては、患者の判断能力が精神症状により一時的に低下する場合があ
ることなどの精神疾患の特性や、特定的判断無能力の問題、生物学的な診断方法が確立されていないことに伴う診断の
不確かさに関係する問題など、特有の倫理的ジレンマ状況が生じうる。これらのジレンマに臨床現場で適切に対処する
ためには、倫理的問題への気づきを促す教育と対処方法についてのトレーニングが必要であり、ジレンマ状況を含む模
擬事例を用いたグループワークの実施が効果的であることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：In clinical psychiatric settings, distinctive clinical dilemmas can occur because 
of the situation where a patient’s mental capacity is impaired on a temporary basis, patients’ specific 
incapacity, uncertainty of diagnosis due to lack of biological marker of mental illness, and so forth. In 
order to deal with such dilemmas appropriately in practice, effective educational measures are crucial. 
The findings suggested that holding a group discussion on simulated cases including psychiatric clinical 
dilemma is helpful.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 精神科臨床の対象となる患者は、幻覚や妄
想などの精神症状の影響により、一時的に判
断能力が低下あるいは欠如した状態となる
ことが少なくない。 
症状のために自分自身や周囲に対する危
険行動に及ぶこともあり、早急に精神科的治
療が必要な状態にあるにもかかわらず、本人
から治療同意が得られない状況にもしばし
ば遭遇する。この患者の判断能力低下の程度
は疾患の経過によって変化しうるものであ
り、完全な判断能力のある人が精神疾患の再
発により判断無能力となったり、判断無能力
の人が治療により判断能力を再獲得したり
することに留意しなくてはならない。 
さらには、判断無能力が全般的無能力と特
定的無能力に分けられることも、精神科臨床
の特徴のひとつである。全般的無能力とは、
意識障害の亜倍のように、当事者の理解力が
全般的に低下している状態である。これに対
して特定的無能力とは、たとえば強固な妄想
を持つ統合失調症の人が精神疾患であるこ
とを否定し抗精神病薬の服用を拒否しても、
胃癌の治療の必要性は理解して手術に同意
できるような状態を指す。すなわち統合失調
症の治療については判断無能力であっても、
身体疾患の治療については完全な判断能力
を有しているという状態であり、精神疾患、
特に精神病性障害をもつ患者においてはし
ばしば経験され、この評価は全般的無能力の
評価以上に困難である。 
また、精神疾患には特定の生物学的マーカ
ーが存在せず、客観的な検査による診断が極
めて困難であることや、精神疾患に対するス
ティグマの問題を考慮に入れた対応が求め
られることなど、精神科医療特有の背景事情
がある。このため、精神科医療における倫理
的ジレンマに対処するためには一般の医療
倫理のアプローチのみでは不十分であり、精
神科特有の問題を考慮したアプローチが必
要となる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は十分な臨床経験を有している精
神科医師への聞き取り調査および国内外の
文献調査を通じて、我が国の精神科医療に特
有の精神科ジレンマとこれまでのアプロー
チ方法を明らかにすること、および精神科医
療倫理に関する教育において伝えるべき内
容と方法を検討することを目的としている。 
 
３．研究の方法 
(1)精神科医師への聞き取り調査 
 精神科病院に勤務する精神科医師（精神保
健指定医）9 名（男性 6 名、女性 3 名、平均
精神科臨床経験年数 15.3±7.2 年）に対し、
日常の精神科臨床活動において倫理的な検
討が必要であると考える課題、実際に倫理的
なジレンマ状況に遭遇した経験、倫理的ジレ
ンマ状況にどのように対応したか、について

半構造化インタビューを実施した。 
 インタビュー記録を修正型グラウンデッ
トセオリーアプローチにより質的に分析し、
精神科臨床における倫理的問題とその対応
方法について検討した。 
 
(2)精神科臨床倫理教育の実施およびアンケ
ート調査 
 精神保健医療福祉専門職 23 名に対して精
神科臨床倫理教育を実施し、アンケート調査
および模擬事例についてのディスカッショ
ンのプロセスより、精神科における臨床倫理
教育のあり方と、精神科医療の現場で遭遇す
る倫理的ジレンマに関する対応方法につい
て検討を行った。 
 
本研究は、埼玉県立大学倫理委員会の承認を
得て実施している。 
 
４．研究成果 
(1)精神科臨床における倫理的課題 
 精神科医師へのインタビューから、精神科
臨床における倫理的課題として、 
① 非自発的入院（医療保護入院および措置
入院）に関すること 
② 抗精神病薬の非告知投与に関すること 
③ 守秘義務が対立した場合の対応 
④ 精神疾患の早期介入の実施とその介入方
法をめぐる問題 
⑤ 未成年者への対応をめぐる問題 
⑥ 精神科以外の医学的介入を行う際の自律
尊重に関すること 
⑦ 老年精神医学における問題 
⑧ 利益相反に関すること 
が抽出された。 
 
① に関しては、全員の精神科医師が非自発的
入院は精神科臨床において避けられないも
のと考えていたが、入院の基準や手続きにつ
いては検討が必要という意見もあった。より
具体的には、現在医療保護入院は「保護者」
の同意と精神保健指定医1名の判断により実
施されているが、法律上の「保護者」であっ
ても臨床的には保護者となるのが適切では
ない場合もあり（ドメスティックバイオレン
スの加害者となっている夫の場合など）、法
的な整備も含めて検討が必要（平成 26 年 4
月からは保護者制度は廃止となっている）、
医療保護入院の判断について、医師ごと、あ
るいは病院ごとに判断基準が異なるのでは
ないか、任意入院であるのに閉鎖病棟への入
院とせざるを得ない場合、本人の同意があっ
たとしても葛藤がある、等の意見があった。 
 
② を課題として挙げた精神科医師はいずれ
も病状回復後の医師―患者関係を考慮して
も、非告知投与は原則すべきではないという
意見であったが、拘束をした上で点滴により
抗精神病薬を投与するよりは、拘束をせずに
食事に抗精神病薬を混ぜて投与し、それで精



神症状が回復すれば、拘束するよりも倫理的
であるという考え方もあるかもしれない、と
いう指摘もあった。 
 
③ に関しては、患者に関する情報は、患者の
同意なしに第三者に伝えてはならないとい
う原則があるものの、本人の病状等により自
傷他害の危険が切迫している場合はその限
りではないという考えについてはいずれの
精神科医師も同様の見解であった。また守秘
義務の対立に関する事件として知られてい
るいわゆる「タラソフ事件」についての知識
があった医師は 1名のみであり、医学教育に
おける精神科臨床倫理教育の不十分さがう
かがえた。 
 
④ ⑤については、学校精神保健に携わってい
る精神科医師から問題提起がなされた。精神
疾患も身体疾患と同様に、早期に介入する方
が予後がよいことを示唆する研究成果が蓄
積されてきているものの、精神疾患の場合は
「早期診断」そのものの不確かさは不可避で
あり、正常反応や正常発達の過程において認
められる精神症状類似の状態を精神疾患の
症状と判断する可能性があり、早期であれば
あるほど誤診の可能性が高くなる、いわゆる
「偽陽性」の問題が倫理的課題として認識さ
れていた。実際の臨床場面では、診断が不確
定であることを本人に伝えた上で、対症療法
を実施するという対応がとられていたが、今
後我が国でも精神疾患の早期発見・介入を進
めていくにあたっては、不可避の課題である
と考えられた。また未成年者については、親
権を持つ親の意向と本人の意向のどちらを
より尊重すべきか、特に小学校高学年や中学
生といった、本人が意思表示をすることがで
き、判断能力に個人差が大きい世代への対応
時に判断に迷うという意見があった。 
 
⑥ に関しては、市長同意で医療保護入院中の
患者について、身体疾患の治療の同意が得ら
れなかった場合に、誰の判断で身体疾患の治
療をするのか（あるいはしないのか）を判断
するのが適切なのかについて判断が非常に
難しかった事例の経験が語られた。この事例
に関しては、最終的には本人の同意が得られ
たものの、医療保護入院中の患者は判断能力
が欠如しているという前提があるにもかか
わらず、身体疾患の治療への同意を有効とす
ることは倫理的には問題があるのかもしれ
ない、という問題提起がなされた。 
 
⑦ は認知症専門の病棟に勤務する精神科医
師からの意見である。認知症の診療において
は、本人に判断能力がなく、せん妄等の例外
を除き判断能力の回復が見込まれない状況
が多い。そのような状況下では、実質的には
家族の意向に添って治療方針を決めること
が多いが、それは本人のため（本人の最善の
利益）というよりは家族のため（家族の最善

の利益）を重視した診療になっているのでは
ないかというジレンマが生じることがある
という意見があった。例として挙げられたの
は抗認知症薬の処方に関することであり、本
人の病状から判断して抗認知症薬の適応が
ないと判断した場合でも、家族の強い希望に
より処方してしまう場合がある、とのことで
あった。家族の意向に添うことがすなわち本
人の最善の利益であるという、「家族」と「本
人」をいわば同一視する見方は、身体疾患の
治療においても我が国に特徴的な傾向とし
て指摘されることがあるが、未成年者への対
応と同様に、今後さらに検討が必要な課題で
ある。 

 

⑧ は、研究倫理において近年特に注目を集め
ている問題である。臨床においても、製薬メ
ーカーの作成するパンフレットなどを利用
することは多く、意識しないままに利益相反
の問題が生じているかもしれないとの指摘
があった。 
 
 倫理的ジレンマ状況に遭遇した際の対応
については、上級医あるいは同僚の医師、も
しくは他の専門職との相談により対処する
場合が多いものの、医局会や事例検討会等の
議題として話し合われることはほとんどな
いことが示唆された。相談ののち最終的には
主治医の判断で対応し、診療録に記録を残す
という方法が一般的であった。 

 

(2)精神科臨床倫理教育の実施およびアンケ
ート調査 
 精神科医師への聞き取り調査から得られ
た結果を参照し、精神科臨床に特有の倫理的
課題に関する講義とグループワークを含む、
以下のプログラムを実施した。 
 
① なぜ精神科臨床倫理が重要なのか 
精神科臨床に特有の倫理的課題、法と倫
理の関連など 
② 我が国の精神科臨床倫理をめぐる出来事 
宇都宮病院事件等、精神保健に関する法
律の改正のきっかけとなった事件等の概
要、海外の状況 
③ 医療現場における臨床倫理的課題 
一般臨床における最近の倫理的課題（胃
ろう増設の是非、臓器移植等） 
④ 医療倫理の四原則 
ビーチャム＆チルドレスの医療倫理の四
原則についての基礎知識 
⑤ 倫理的ジレンマの検討方法（ジョンセンの
四分割表） 
ジョンセンの四分割表を用いて「うつ病
患者の非自発的入院」に関する模擬事例
の臨床倫理的検討のデモンストレーショ
ン 
⑥ グループワーク 
6 人もしくは 5 人のグループに分かれ、



「抗精神病薬の非告知投与」「地域医療に
おける守秘義務」の模擬事例について四
分割表を用いた検討の実施し、各グルー
プの代表者が検討結果を発表する 
⑦ まとめ 
 
 教育終了後のアンケートの自由記載より、
講義形式の教育よりもグループワークの実
施が効果的であることが示唆された。今回の
グループワークで用いた「ジョンセンの四分
割表」は、事例に関して①医学的適応
(Medical Indications) 、 ② 患 者の意向 
(Patient Preferences)、③QOL(Quality of 
Life)、④周囲の状況 (Contextual Features)
の 4 つの側面から検討する方法であるが、情
報を整理し、議論を進めるにあたって有効な
方法であるという概ね良好な評価が得られ
た。 
 
 精神科臨床を実践するうえで必要な倫理
については、欧米諸国においては精神科専門
職の職能団体が「倫理綱領」もしくは「倫理
ガイドライン」を作成していることが多い。
米国、英国、カナダ、オーストラリア、ロシ
アの精神科医師の倫理綱領および世界精神
医学会の倫理綱領（草案）について内容を比
較検討したところ、「患者の尊厳および人権
の尊重」、「守秘義務」、「無危害」、「搾取の禁
止」、「最善の利益の提供」、「専門職間の自主
規制」、「社会への責務」などは共通して遵守
すべき項目に挙げられていた。オーストラリ
ア・ニュージーランド王立精神科学会では、
倫理綱領に反する行いに対しての罰則規定
が厳格であり、実質的に精神科医師としての
臨床活動が不可能となる場合もあるなど、専
門職間の自主規制の体制が整っていた。我が
国においても、平成 26 年 6 月に日本精神神
経学会より「精神科医師の倫理綱領」が発行
されたが、罰則規定は明確にされていない。 
 我が国においても、平成 26 年 1 月に障害
者権利条約が批准されるなど、医療福祉の現
場における倫理的課題への気づきや適切な
対応の重要性はさらに高まってきている。精
神科医師へのインタビュー結果から、精神科
臨床においては身体科の臨床ではあまり遭
遇しないような特有の課題があることが明
らかとなった。今後は適切な模擬事例を用い
たグループワークを教育に取り入れるなど、
日常的な臨床で遭遇する倫理的課題への対
処能力を高めていくことが求められている
と考えられ、教育方法のさらなる検討が必要
である。 
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